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アジア地域における都市部と農村部の関係性と連携に関する考察

Relationship　and　Linkage　between　Urban　and　Rural　Areas　in　Asia

　　　　　　出口　敦＊1，鵜木千里＊2

Atsushi　DEGUCHI“i　and　Chisato　UNOKI“2

The　current　trends　of　the　rapid　growth　of　cities　and　the　declination　ofrural　villages　in　Asia　have　caused　the　differ－

ence　between　urban　and　rural　areas　and　the　unbalanced　regional　development．　Following　the　UN－Habitat　campaign

”Cities　一engines　for　rural　development”　to　promote　the　positive　urban－rural　linkage，　this　study　aims　to　realize　the

relationship　between　urban　and　rural　areas　in　a　region　from　the　physical，　environmental，　social　and　economical

aspects　by　the　arrangement　ofthe　document　database　and　analysis　on　statistic　data　on　Asian　countries，　and　to　clarify

the　existing　condition　of　urban－rural　relationship　in　each　of　countries．　As　conclusion，　we　figure　out　the　locality　of

the　relationship，　and　suggest　the　point　ofview　for　promoting　the　urban・一rural　l　inkage　policies　and　pragrnatic　program

based　on　the　locality　in　Asian　countries．
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1．背景と目的

1．1背景

　急速な都市部の経済成長，都市部と農村部の経済格差

の拡大，農村から都市への貧困層の流入，資本主義経済

の中での農村経済の行き詰まりなど，アジア地域全般に

おける農村部の疲弊と環境の急激な変化は，都市部が一

方的に成長することだけでなぐ，都市部と農村部の相互

関係を廻る多様な課題に起因している．従来の国や地域

における近代化政策では，開発の所管がセクショナリズ

ムによって農村部と都市部に区分あるいは分離されて行

なわれていることが多く，そうした多くの場合におい

て，両者の有機的な関係に十分配慮できず，都市部と農

村部が分離された計画や開発であるために，開発や成長

の相乗効果が十分発揮しない場合が多い．

　一つもしくは複数の母都市を含む広域圏を一つの生活

圏，経済圏あるいは環境圏として捉えるならば，都市部

と農村部は，環境，生態，経済，社会等の多面的な関係

を有して維持，発展してきたはずであるが，そのバラン

スが崩れる中，持続可能性の高い圏域全体の発展を目指

すのであれば，都市部と農村部の相互関係を考慮した総

合的な整備・開発・保全の方策が求められる1）．

　また，国連では毎年10月4日を「世界ハビタット・

デー」（人口増加と急激な都市化により深刻化している

人間の居住環境の問題について，全世界の注意を喚起す

る日）と定め，共通のテーマを設定して世界各地で討議

をするが，2004年の同テーマは「地域発展の牽引力とし

ての都市（Cities－Engines　of　Rural　Development）」

であり，安定した人間居住の観点からも，都市部と農村

部の連携の重要性と必要性に対する国際的な関心が高

まっていることを示している．

＊1都市・建築学部門
＊2都市共生デザイン専攻・修士課程

1．2目的と方法

　そこで本研究では，最近10年間の統計データ，文献

資料が入手可能で，かつ文化，宗教，生活様式や社会活

動に比較的共通点が認められる東・東南アジアからバン

グラデシュ，インドまでの区域を含めたアジア地域注（1）

を対象に，都市部と農村部における関係に関する調査・

分析を行うものである．特に，機能的，社会的，経済的，

環境的な側面からその関係性を捉え，都市部と農村部が

お互いにとって有益な相互関係を築くための政策や現状

の取り組みを整理し，現状把握と考察に基づき，今後の

広域計画に関する課題と方策を提示することを目的とし

ている．

　アジアの対象地域の国々の都市部と農村部の関係に関
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連する統計データ，文献資料は，国・地域によってデー

タの内容に偏りがあったり，共通した精度でデータがそ

ろっていないために対象地域内の全ての国を網羅した客

観的データに基づく精度の高い分析調査はほとんど不可

能である．

　そこで，本研究ではまず入手可能な統計データと日本

及び海外の関連文献資料の収集，整理を行い，整理した

文献および統計データから，都市部と農村部の連携に関

する代表的な国の政策や方策の特徴とその課題を明らか

にする．更に，文献調査に基づき，都市部と農村部の関

係性に関して，国・地域の特性を比較し，相違を把握す

る基礎情報を整理し，農村部と都市部の連携の方向性に

関して考察を進めていくこととする．

（3）都市部と農村部の定義

　まず，「都市部」と「農村部」の定義について整理し

ておく必要があるため，国の政策に見られる都市部と農

村部の定義を表1に列挙してみた．先進国では，行政の

管理が国土のほぼ全般的な区域に行き渡っていることか

ら，行政単位による区分と合致している場合が多く，タ

イやフィリピンのように行政が管理でき得る範囲を都市

部としている国もある．

　UNDP（国連開発計画）の定義2）は，「都市部（Urban

area）とは日常的かつ直接的に，社会面，経済面，環境

面においてある都市の影響を受ける範囲」としていて，

農村部はそれ以外の区域として定義されている．しか

し，どこまでが影響を受ける範囲かは明記されておら

表1各国の「都市部」の定義の比較3）

ず，国の政策や発展状況により臨機応変に解釈し，対応

しているのが実状である．

　本稿では，都市部と農村部の領域の定義は，各国の定

義をそのまま用いることとし，用語については，都市，

市街地等を総称して「都市部」（Urban），農村，郊外等

を総称して「農村部」（Rura1）と統一表記する．

2．統計データによる都市部と農村部の関係とその傾向

2．1都市部と農村部の人ロと移動

　現在，アジア地域全体の総人口は35億1500万人でそ

の内約35％が都市部に居住する都市人口が占めている．

同地域の都市人口は，2030年までに19億7000万人に達

すると予想され（図1），20年以内にこの地域の人口の

過半が，都市部に集中すると予測されており，これは同

時点での世界の予測総都市人口の46％に相当する．

　研究対象地域の代表的な国々での都市化の状況を表2

に示す．先進国に比べ，発展途上国では人口，都市部面

積がともに，大幅に拡大している．対象地域の都市化

は，特に都市部での貧困層が増大する傾向を伴っている

が，これから2030年にかけての数十億人単位での人口

が増加し，都市部の貧困層がますます増加することが見

込まれる．同時に，住環境悪化への影響は都市内に留ま

らず，農村部に対しても環境汚染等による環境悪化の増

大も懸念される．

　農村部で農業を断念した人々は，農村部近隣に留まる

ことはせず，生活の糧を求めて都市部に転出せざるを得

ないため，農村部から都市への流入層を周辺部で留めら

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鮒
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図1世界各地域の都市部の人ロ割合4）

（1950年～2003年および2030年（予測））

表2アジア地域（研究対象地域）の国々の都市化の状況と都市部・農村部の人ロ5）

都市化の割合（％） 都市部の人ロ（千人） 人ロ（2000年）（千人） 面積（2000年）〈千k㎡）

1980 1990 2000 1980 1990 2000 農村部 総計 都市部 農村部 総計
中国 19．6 27．4 32．1 143372 184797 208834 1066299 1275133 30806 6516．4 9597．0
韓国 56．9 58．4 60．2 2，141 3，053 4243 19，796 24039 59．6 39．4 99．0

インド 23．1 25．5 28．4 60537 85353 118865 894797 1013662 2637．5 6649．5 9287．0
インドネシア 22．2 30．6 40．9 12911 16362 22027 190065 212092 779．1 1125．9 1905．0

マレーシァ 420 498 574 921 1120 1378 20840 222ユ8 189．4 140．6 330．0

ネパール 7．8 8．9 ユ1．9 一 一 2900 20，143 23043 17．5 129．5 147．0

バングラディシュ 14．4 19．3 24．5 5，441 10，373 18340 110815 129155 195．0 601．0 796．0

カンボジア 124 126 159 370 594 984 12120 13104 28．8 152．2 181．0

フィりピン 37．5 48．8 58．6 6569 8819 12072 11967 24039 175．8 124．2 300．0

シンガポール 100．0 100．0 100．0 2414 3016 3567 0 3567 0．7 0．0 0．7

タイ 17．0 18．7 21．6 4，723 5，901 7281 55525 62，806 110．8 402．2 513．0

ベトナム 192 197 197 7355 8594 10028 68109 78137 65．4 266．6 332．0

日 76．2 77．4 78．8 4071 46451 49857 76857 1267ユ4 2979 801 378．0
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れないことが多い6）7）．人口移動のパタンは様々なもの

の，農村部から都市部への急速な人口移動は都市成長を

制御不能にし，様々な都市の問題を引き起こす原因にな

りやすい．その結果，多くの国が都市部への流入を制限

する政策を出すこととなった．概して，この政策は余り

効果が上がらない上，違法に都市部に移住した人に対し

て，社会保障が施されず，特に貧困層については，ほと

んど生活の保障がなされないという状況を生み出してい

る．都市部の経済成長の傍らで一部の住環境の悪化が更

に広がるという現象につながっている．

　一方，都市部から農村部への人口移動も経済の動向に

よっては，増加傾向にある場合もある．これは都市部の

経済が衰退することにより，都市部に流入していた労働

者がより生活費がかからない農村部へ帰還する人がいる

ことから起こる場合が多い．

2．2都市部と農村部の基礎インフラ

　道路整備の程度や自動車保有率を見ると（表3），都市

化の比率の高さ（表2）に比例しているが，物流は都市

部と農村部の連携には欠かせない要素であり，交通網は

空間的な相互関係に大きく影響する．特に，交通網が未

発達な地域では，農村部の交通機関が高コストかつ不十

分なことにより，農村部から都市部への就業・通勤，日

常品の農村部の生産・出荷や輸入に支障が出ることが多

い．都市部と農村部の交通利便性の違いで，資材，技術，

情報などの入手について大きな差が生じ，その差は長期

間に渡り，多大な影響を与え続けるため，農業の発展の

ためにも農村部と都市部の物的インフラの整備はますま

す重要性を増している．

　青木らの研究9）によると，経済的な繋がりの強さと物

的インフラの繋がりの両方が強力であれば，①農村：部の

世帯は都市部の市場に参加することにより，より多くの

利益を得ることができる．それにより彼らの経済力が増

し，購買力がつく．②非農業の業務・雇用が増える段階．

特に農地に近い小さな町でよく見られる．③農村部での

労働力の余剰が出て，農業生産への需要が増加する段

階．この段階では農業の拡大，農村部の富をもたらす．

と言った段階の効果が出ると言われている．

　しかし，農業の拡大により労働力が不足することも多

く，農村部から都市部への物の流れの効率が良い地域で

は，都市部からの労働力のために交通アクセスの向上を

望むところもある．一方，大企業の工場がある地区で

は，企業が負担して農村部から都市部までの道路を整備

するケースも多く見られる10）．

表3アジア各国の自動車保有量と道路網に関する指標8）

人口 車 道路

（千人）

1000人あたり
@　（台）

道路1k旧あたり

@　（台）

すべての道路の

lットワーク

@　離　（kゆ

舖装された遭

@　　の割口
@　　　（髄）

2000年 199 200 199 200 1995－20 1995－2000

中国 1．275133 5 4 11 1，402，698 22．4

韓国 46，844 79 238 60 128 86，990 74．5

インド 1013662 4 8 2 3 3319644 45．7

インドネシア 212，092 16 25 10 14 342，700 46．3

マレーシア 22218 124 200 26 69 65877 75．8

ネパール 23，043 13，223 30．8

バングラディシュ 129155 1 1 1 207486 9．5

カンボジア 13，104 1 6 31 12，323 16．2

フィリピン 24，039 10 31 4 11 201，994 21．0

タイ 62806 46 36 64，600 97．5

ベトナム 78，137 93β00 25．1

日本 123，537 469 560 52 62 1，161，894 46．0

表4アジア各国の都市部と農村部の貧困層の割合11）
貧困層の割合（％）

国名
総計 都市部 農村部 調査年度

高所得者と

瘴鞄ｾ者の対比＊

（調査

N度）

中国 一 3．1 3．0 1997－1999 7．9 1998

韓国 7．4 一 一 1995 5．3 2000

インド 26．1 23．6 27．1 1999 5．7 1997

インドネシア 23．4 19．5 26．1 1999 4．0 1999

マレーシア 8．1 3．8 13．2 1999 12．3 1997

ネパール 42．0 23．0 44．0 1996 5．9 1996

バングラディシュ 35．6 14．3 39．8 1996 4．0 1992

カンボジア 35．9 25．2 40．0 1999 4．9 1999

フィリピン 40．0 25．0 54．4 2000 12．7 1997

シンガポール 一 一 一 8．5 1993

タイ 12．9 1．5 17．2 1998 9．3 2000

ベトナム 37．0 9．0 45．0 1998 5．5 1998

2．3都市部と農村部の生活環境

　各国の都市部・農村部の貧困層の割合と最高所得者層

と最低所得者層の対比を表4に示す．なお，ここでいう

貧困層とは，世界銀行の定める指標で，一日あたりの個

人の支出が1US＄以下の人口を指している．この敵中で，

高所得者に対する低所得者の割合が比較的高いマレーシ

ア（12．3），フィリピン（12．7）は共に都市化の割合が

60％弱と高い点も共通していて，マレーシアは貧困層の

全体的な割合が低いが，貧困層全体の中で都市部の貧困

層の占める割合は共に高くなっている．

　これは，両国で都市化の進行に伴い都市部における貧

困層が増加していることを示しており，都市化の進行に

伴い，農村部よりもむしろ都市部において貧困問題が深

刻化することが懸念される．農業の衰退は，農村部から

　　　　　　都市部への人口流入に直結しやすいことか

　　　　　　ら，農村部での貧困の改善もしくは都市部

　　　　　　と農村部のバランスよい発展により，無作

　　　　　　為の貧困層の流入と都市化の拡大に伴う都

　　　　　　市部での貧困層の増加を避iける手立てを考

　　　　　　える必要がある．

＊（低所得者層200／oの人ロ）／（高所得者層20％の人ロ）の割合

3．都市部と農村部の関係と連携の実態

　続いて，以下では代表的な国別の実態を

把握する．対象とするのは，農村部からの

人口流入政策の緩和を進める中国での政策

一　21　一



の転換の動向，地方での工業化が急速に進むタイでの工

業化の影響，大都市圏の影響が大きく，道路網整備状況

が農村部の発展を妨げているベトナムでの道路網整備と

農村部発展の影響等の動向を捉え，その実態について考

察を加えることとする．

3．1中国に見る人口移動抑制政策の緩和

（1）農村の余剰労働力の移動の実態

　中国には，約8億人の農業人口がおり，中国農村の余

剰労働力は1億5000万人に達しているが，その大部分

が出稼ぎとして都市部に流入している．中でも県レベル

以上の都市部に就業している人口は8000万人以上で，

農業が盛んな地方であっても半数以上の余剰人口は都市

部で職を得ている．

　出稼ぎ労働者は民工と呼ばれているが，重工の流入数

は年々増大しており，世界貿易機構（WTO）に加盟後の

農業生産物の輸入が認められるようになると，さらに余

剰労働人口が増える見込みである．2020年までに少なく

とも3億人の農村人口が都市に移動することが予測され
る12）．

　一方都市部側は，都市の労働人口が余剰することを防

ぐため，長い間民工が都市の労働市場に参入するのを阻

止するため，数々の制限を設けてきた．また親節の就業

できる仕事の大半は下層の仕事というのが実態である．

（2）農村部からの移動抑制政策の変化

　80年代初期は，遅緩が都市部に流入することは制限さ

れていたが，流入が激しくなるにつれ管理する体制は薄

れ，80年代後期になると民望を受け入れるための政策が

考慮されるようになった．現在は，国と一部の地方政府

は既に制度と政策の手直しを始め，農村部と都市部を一

体化する形で一連の規制を定め，農村の余剰労働力を秩

序よく，都市に流入できるようにしている．

　2001年には，全国の全ての鎮と県レベル内市区は，農

民戸籍から非農民戸籍に変わる人数の制限を撤廃し，同

市区の範囲において，都市戸籍と農村戸籍がもはや差別

されなくなった13）．更に，機工に課せられている7種の

課金を廃止すること，平等な就業を実現することなど，

多くの事項が実現されるようになり，最近では，北京や

その他の都市と地区において，民工の都市部と農村部の

スムーズな行き来のための民工専用列車が増発されるよ

うにもなった．労働サービス就業センターも各地でオー

プンし，農村部人口に北京や上海などの就職情報を提供

し，農民が合理的かつ秩序立って移動できるようになっ
た．

　このように，民工の境遇は徐々に好転している．しか

し，根本から民工の合法的権利を実現するためには，社

会全体の理解の向上，社会保障や労働条件などの待遇改

善など人道的な配慮が必要と指摘されている13）．

3．2タイに見る工業進出による農村部への影響

（1）首都圏と地方との関係

　タイは，1980年代後半以来，日本企業さらにはNIES

企業による集中した進出を受け，ASEAN地域でもっとも

工業化が著しい国である．そのタイにおける経済発展の

大きな特徴のひとつが経済活動のバンコク首都圏への一

極集中である．また，首都圏の企業は投入財を主に首都

圏と輸入に依存し，地方では主に地方に依存している傾

向がある．　また，企業の機械の供給先については，

もっぱら首都圏に依存していて，地方における機械工業

の技術が脆弱であることが容易に推測される14）．

（2）地方の変容

　次に，農業が中心産業であった地方の変容を通して，

工業化が農村部に与えた影響を考察することとする．バ

ンコクの北，河川に恵まれたアユタヤ県は，豊：かな米作

県として発展し，典型的な農業県であった．しかし，同

県の特徴として土地なし世帯が50％あり，他県の20～

30％という割合に比べて格別に高く，小規模零細農家も

全体の45．7％と半数近くを占めている．この特徴から，

アユタヤ県では農外雇用に従事する世帯が35．1％と他の

県よりも多くなっている．

　アユタヤ県の工業は，1989年から91年までの間に日

本やアジアの外資系企業の大工場が進出してきた時期

に，急激に資本金や規模を拡大している．インフラの利

便性（空港の近接性，高速道路によるバンコクや港との

連絡の良さ）に加えて安い土地価格などの条件により，

飽和状態のバンコクから工場誘致が進むようになった

15）．同県内でも道路などのインフラ，水利などの条件が

よい区域には，特に集中的な立地が進んだ．

　同様な地域への労働者の流入は進み，1985年からの5

年間で工場労働者数が県全体で2万人から7万人にまで

増加した．こうした社会経済変化により，住居や衛生，

福祉や公害など行政のニーズも急激に増加した．

（3）農業への影響

　アユタヤ県は浮稲の稲作で有名であるが，元来の生産

性の悪さに加え，土地の買占めの動き，米価の低迷を反

映して，近年は稲作自体を放棄する農家も少なくない．

元々小作農が多かったアユタヤ県において，県内に自宅

から通勤可能な範囲に工場が進出してきたことで，農業

以外の雇用が一気に拡大した．更に，公害も増加傾向に

ある．公害に関する専門家の不在に加え，郡行政レベル

には工場排水の監督権がないため，対処することができ

ない状態であり，農業環鈴の悪化に拍車がかかることも

懸念される．

　雇用機会や環境の変化から，人々の農業従事への動機

は薄れてきている．同時に首都圏との繋がりが強まった

ことと所得が上昇したことから，消費生活にも影響が出

ており，’国民全体の所得の底上げにもつながっている．
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一方で，既存の地方工業は衰退していく恐れがあり，合

理化の流れの中で，農業と同様に大きな問題に直面し

ている．タイでは，根本的には，国外との繋がりにより

発展してきた「首都圏集中型の体質」15）の改変が地方の

都市部・農村部の発展においての課題であると言える
14）．

3．3ベトナムに見るインフラ整備と農業発展の関係

（1）農業の改変の推移

　インドシナ戦争が1954年に終結してから，北ベトナ

ムでは「経済復興3ヵ年計画」がスタートし，社会主義政

権の下で農業の共同化が本格的に行われるようになっ

た．しかし，食糧生産は停滞する一方で，一人当たりの

食料生産量は1960年代から減少し，また，1976年の南

北ベトナム統一以降も改善されず，一段と深刻化した．

　多くの事柄が原因として挙げられるが，戦争による

破壊と労働力不足の他，社会主義的協同組合に内在す

る問題も考えられる．こうした状況を受け，1986年に

決定されたドイモイ政策により，自由市場経済という

新たな条件の下で，農業生産は目覚しい発展を遂げた．

　全国の中でも，紅河とメコン川の南北デルタ地域で

の生産の伸びは著しく，総生産量に占める両デルタ産

米の割合は1985年には62．7％であったのが，2000年に

は72％にまで高まった．近隣諸国の米生産が停滞して

いた時期に，両デルタ地域の米生産が大幅に伸びた理

由のひとつとして，投資と資材の投入が両地域に集約

されたことが挙げられる．一方でこのことは都市部に

近い農村部と離れた農村部との間に大きな格差を生む

ことになった．

（2）大都市圏との距離関係による農村部発展の格差

　長い戦争による荒廃と財政危機の中で，道路，通信，

エネルギーなどの社会基盤は著しく脆弱な状態にあっ

たが，政府の投資の少なさから，事実上ハノイ市とホー

チミン市の南北の2大都市圏を中心とした地域に集中

した形でインフラが整備されることになった．

　その結果，ベトナムの社会基盤は南北2大都市圏と

その周辺地域とそれ以外の地域との間で顕著な差が見

られるようになる．この較差は，農業と工業の発展どち

らにも大きな影響を与えた．獣心排水，農村道路と輸送

交通，情報通信，農業金融システムの有無は農家にとっ

て基本条件として，さらに資金供給，技術の普及，資材

価格など農業経営に関わるサービスの発達の程度もま

た，地域の農業の発展に関わってきた．技術的な課題に

ついては，例えば中部沿岸地域では原始的なスタイル

の取水堰が未だに使われているし，多収性品種の普及

率も低くなっている．さらに施肥から病虫害対策に至

るまで差が出ている．

　農村道路と輸送手段条件の面では，他国に比べ非常

に遅れている．全国農村人口の70％が年間を通して通

過できる道路条件を伴っておらず，従って市場へのア

クセスも制約された状態にある．農村道路の面でも改

善が最も進んでいるのは，北部都市圏近くの七彩デル

タ地地域であり，野菜出荷なども88％を自転車に頼っ

ているといった状態であり，ハノイ市場への主要野菜

の産地は市場から最大30km圏以内の地域に限定され，

それ以上の遠隔地域では野菜等の販売は小規模な地方

市場に限られていて，大都市からの遠隔地域での農業

の発展性は低い」16）と言える．

　また，零細農家をサポートし，農業を発展させるため

の金融サービスを行う機関・団体の普及にも差がある．

金額や専門知識のある人材の不足など農業金融システ

ム自体，未発達であるが，農業発展の社会的基盤の格差

として地域の農業の発展に影響があると考えられる17）．

（3）国内全体の農業の課題

　国内全体を見ても，流通面での遅れと，国内市場規模

の狭小性は課題として残る．流通面の遅れは，国内輸送

だけでなく，輸出貿易における不利を生み出している．

さらに注目すべきなのは，都市部人口の割合は現在で

も24％に過ぎないため，市場規模は小さくとも対応で

きていたことである．

　人口の70％が農民であるこの国で，農業生産力を一

方的に上げていくだけでは，供給過剰になり農産物価

格の低下が起こりうる．この国の経済を，都市化と工業

化が十分に進行していない経済発展の初期段階とする

と，農業生産を発展させると同時に，輸出による市場拡

大などが必要と考えられる16）．

4．流域と自然災害の観点から見た関係性

4．1農村部の乱開発による一般的な災害脆弱性の増加

　農村部に位置する河川や湖は良好な水源地として都

市に水を供給し，森林が保水することで，河川流域の洪

水災害を防ぐ効果を果たしてきた．ここでは，開発が進

むことにより水循環が変化したことによる，都市の安

全性への影響を考察する．開発が進むと，それまでの地

盤や環境のバランスが崩れ，斜面崩壊や土砂崩れが起

こりやすく，また山地では保水能力が低下して洪水が

発生しやすくなる18）．

　農村部の開発と市街化の拡大により，災害脆弱性は

増加すると言えるが，高橋の研究19）20）によると，発展途

上国に見られる災害脆弱性を増加させる代表的要因と

該当する地域は，①土砂災害，洪水災害，噴火災害危険

地域の耕地化の進行する地域（ネパール，インドネシ

ア，フィリピン，バングラディシュ等），②大規模森林

の開発による森林被害に起因した保水能力と土砂流出

の進行する地域（インドネシア，カンボジア，ベトナム

等），③農村の都市への流入による農村放棄と河床上昇，

流域の都市化の進行する地域（長江流域等），3地域に
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整理される．また，一般に，乱開発等によりひとたび災

害が起こりやすくなると，災害の発生が土地を失った農

民の発生を増加させ，貧困化につながり，更に災害脆弱

性が増加し，災害が発生しやすくなるという悪循環が起

こる．この悪循環を断ち切るためには流域全体を考慮し

た計画が必要となる19）20）．

4．2バングラディシュにおける流域開発の影響

　国際河川の流域の整備は，複数国をまたぐため，問題

はさらに複雑化している．ガンジス川を例に取ってみる

と，この河川は上流にネパール，中流にインド，下流に

バングラディシュが位置している．下流のバングラディ

シュでは，1990年代に入って，大洪水災害が4回も発生

しており，かつ大規模化してきている15）．

　この原因として，上流域での降雨の増加も関わってい

ると考えられるが，ネパールにおける森林伐採による耕

地拡大，工業化により燃料用に樹木の切り出しが増加し

たことや，インドの河川改修事業の進捗も関係している

と考えられている．ネパールによる伐採禁止の政策が効

果的でないこと，インドの国力増加による河川整備が進

むことなどにより，最下流のバングラディシュでは河床

上昇，河口の位置の変化，洪水規模の拡大により，洪水

制御が困難になっている．

　このような例は多くの国際河川に見られることであ

り，農村部にあたる，上流域の開発が下流域の洪水災害

を激化させている．

　更に，河口部につながる海岸域では土砂が堆積し，海

岸侵食が起こっている．ガンジス，ブラマプトラ，メグ

ナの三大河川はいずれも流送土砂量が増加にしており，

それらが流れ込むバングラディシュのベンガル湾北部で

は，国土が広がっている．その一方，東海岸に位置する

サンドウィップ島のように侵食と堆積により，島全体が

移動している状況も起こっている．

4．3流域連携の課題

　発展途上国だけでなく，河川の流域における開発はた

とえ規制があっても実質上は下流域の影響に対しては考

慮されないことが多い。そのため，発展途上国を中心に

市街地の拡大や農村部の開発が加速することで，：水環境

の特性が大きく変わり，下流域の都市部での災害の危険

性を増すといった影響を及ぼすようになってきている．

　しかし，途上国では，絶対的に資金や施設，専門家が

不足していることから，大きな改変が困難であるが，流

域の環境の安全性と安定性が健全な状態となるために，

農村部と都市部を超えた流域全体の視点に立つ必要があ

る18）．その上で，上流域の森林，中下流域の農地と市街

地，河口付近の土地利用についてバランスよい計画を検

討していくことが求められる．

5．都市部と農村部の連携に関わる政策的取り組み

　次に，連携方策の例として，インドネシアおよびフィ

リピンの取り組み事例を文献資料より概括し，都市部と

農村部の連携の概念と具体的対象を明確化する．

5．1インドネシアの農村と都市の連携強化アプローチ

　インドネシアの地方部では都市部とのつながりが弱

く，経済の主流にリンクしていないことが大きな障害と

なり，国内27地域の3分の1の地域で開発が遅れている．

政府はよりバランスの取れた経済成長と開発の実現を目

指し，様々なプロジェクトに取り組んできた21）．

　その中の一つである「農村と都市の連携強化アプロー

チ」は，農村部と都市部の相互に支え合う生産と商取引

の連鎖を創り出すことを目的として連携を強化する政策

的取り組みである．都市における必需品となる農村部で

の生産品を指定し，その生産と商取引の強化を支援する

ものである．

　1999年には東部の3つの州でテストケースとして，カ

シューナッツ，ココナッツ，魚が各州の経済活性群とし

て選定された．本アプローチを通じて農村部において，

地域社会の組織化により住民の意識向上，外部市場への

アクセス改善などを行い，農村地域での雇用やビジネス

の機会のインキュベータを形成することを目標としてい
る22）．

表5フィリピン・ナが都市圏LGUの人ロ構成・特徴と都市圏内での位置づけ18）

都市部 農村部 都市化

激xル
都市圏開発上の役割　　LGU

i地方自治体）
人ロ（人）

人ロ（人） 割合（％） 人口（人） 割合（％）
機能の特徴

ナガ 12，843 4，604 35．85 8，239 64．15 1 商業流通行政文化の拠点 ビジネス教育、文化の中心：企業の所在地、地域マーケット拠点

ミラオ 41，734 4，427 10．61 37，307 89．39 1－B 倉庫・卸売りセンター、飲料水産地

カマリガン 27，719 16，749 60．42 10，970 39．58 1－B 主要な食料生産地、住宅地

カナマン 8，412 2，036 24．20 6，376 75．80 1－B

主要な居住地区

?S的な場所はない
s市圏全体に拡大する機能

中流階級の住宅地予備

マガラオ 22，635 8，255 36．47 14，380 63．53 1－B 主要な食料生産地、手工業の発展拠点

ボンボン 57，474 3，242 5．64 54，232 94．36 1－B 主要な食料生産地、豊かな保水地

ビリ 67，393 10，374 15．39 57，019 84．61 2 ナガの補助的文化・商業の中心 商業の拠点補佐、農工業

カラバンガ 19，188 5，576 29．06 13，612 70．94 3 主要な食料生産地漁業

パサカオ 38，423 9，869 25．69 28，554 74．31 3 マーケットの入り口としてのパサカオ港、漁業、畜産、

ブラー 67，408 8，413 12．48 58，995 87．52 3 主要な食料生産地、工業用地

パンプローナ 29，177 4，577 15．69 24，600 84．31 3

ベットタウン

s市の中心と交通が適切につながれ

ﾄいる
iが市の拡大の影響を受ける

工業用地、畜産と農業

オカンポ 36，316 2，662 7．33 33，654 92．67 3 主要な食料生産地手工業の発展拠点畜産乳業

ミナラバック 137，810 137，810 100 0 0 3 補助的な食料生産地、手ごろな水が手に入る

サンフェルナンド 27，433 5，946 21．67 21，487 78．33 4 畜産と乳業、保水地としての可能性あり

かインザ 20，964 14，250 6797 6，714 3203 4
田園的地域色が強い

補佐的な食料生産地、手工業の発展拠点

総計 614，929 238，790 38．83 376，139 61．17
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5．2フィリピンにおける都市圏開発協議会方式

　フィリピンにおける先進的な取り組みとして，ナが市

を中心とする都市圏の連携の方策を見ることとする．ナ

が市は，フィリピン中部に位置するルソン島ピコール地

方カマリネス州の州都で，人口13万人を有し，都市圏

人口は50万人に上る．都市圏人口の57．7％がナが市に

居住し，都市部への人口集中が顕著である一方，同市の

都市貧困層は，1980年には人口の約15％であったが，

1988年には約25％にまで増加し，更に増加を続けてい
る．

　そのため，ナが市を中心とした15の地方自治体（LGU）

では，パートナーシップを結び，都市圏内のLGUの連携

に基づく都市圏全体の発展のためにナが都市圏開発協議

会（MNDC）は設置された（表5）．同協議会では，それぞ

れのLGUの都市化にランク付けを行い，都市機能を担う

LGU，農村機能を持つLGUといった役割を定め，技術的，

経済的，社会的な役割分担と相互連携を創り出すこと

で，都市部と農村部のバランスのよい発展を目指してい
る23）．

　具体的には，都市部に資源が過度に集中するのを防

ぎ，また雇用の面など農業だけでは発展が進まないLGU

を補助していくための手段として，LGU，政府，プライ

ベートセクター，外部機関が協議し，国の中期開発計画

に沿い，特定資源の投資をLGU個々の特徴に合わせて分

配している．例えば，ナが市はビジネスと教育と文化の

中心として，都市圏全体の産業を技術や労働力の投入に

より支えていく役割を持つ．また，農村部のLGUでは食

料供給だけでなく，水の供給地としても指定されてい

る．都市圏全体の発展の視点に立つことで，都市部への

集中的な経済成長が農村部の発展に負の影響をもたらさ

ない点に配慮した方式である．

　本方式の下，各LGUの自律した発展が見込まれている

が，実際には国土全体の社会基盤とサービスが不十分な

点や，MNDCに参加していないLGUに対する配慮がなされ

ていない点などが課題となっている24）．

5．3取り組み事例に見る連携の対象

　インドネシア，フィリピンにおける都市部・農村部連

携に関する地域の取り組みは，農村部の経済圏を拡大さ

せること，もしくは経済を安定させることを目的として

いる点が共通した連携の主目的となっている．雇用や消

費力の少なさが農村部の問題の根本に挙げられるが，双

方のケースとも，都市部と農村部の役割を明確にした上

で，農業生産品の都市部への流通強化により，生産を安

定化させ，農村部人口による消費，地域全体の雇用機会

の増加を目指している．

6．都市部と農村部の連携の課題と方策

6．1都市部と農村部の関係性のファクターと指標化

　上記の2～5章における調査分析の過程で抽出された

都市部と農村部相互の関係性を示すファクターとそれぞ

れの影響をまとめると，表6の通り整理できる．これら

の連携のファクターは，連携の具体の内容を測り知る指

標となもなり得る．

　表の示す通り，農村部は，都市部の工業や商業などの

経済活動を支える資材や農作物，エネルギーを提供して

いるとともに，保有する森林などにより水や空気の浄化

作用を担う地域である点が共通して言える．同時に，農

表6都市部と農村部の関係性を示すファクターとその影響・効果

灘灘1講習灘灘五三蕪難講戴；魏睾羅俵難懸襲饗灘耀灘譲灘募讐難総撫鑓
誤瞭蝿鐸翻響繍醗撫別面欝騨麟欝二刈田灘聾踏段職駄目飼瀕懲蜘鍵鋼渓’ 1鷺焼酎謬梅瓢欝打継猿罵蕪潔懲欝嘱」鋼｝歎℃繊筆富要噂艀鱒こ㌧”ジ、繊二艦瓢

←
←

o

ξ　　　　　　　　　目
f →

← 気

←

住民の生活の中の食を得る。

s市の活動の源となる資材を得る。

s場の拡大につながり、利益を得る。

s市の活動の源となる電気を得る。

s市の活動の源となる水を得る。

齦狽ﾌ利益となる一方で、農業の成長は国全体の利益につなが

齦狽ﾌ利益となる一方で、農業の成長は国全体の利益につなが

s市部の空気の浄化。

s市部の空間の浄化。都市部での経済活動を支える。

s市部の空間の浄化。都市部での経済武並を支える。

_村部へのむやみな閣発が控えられる。保全への意識が高まる。

→

売買による利益を得て、生計を立てる。経済基盤。

?モﾉよる利益を得て、生計を立てる。経済基盤。

ｶ活に必要な消費財を得る。

齦白n域に利益があるが、関発による環境への負荷を伴う。

齦白n域に利益があるが、開発による環境への負荷を伴う。

Y業の拡大．経済の安定化に効果がある。

Y業の拡大、経済の安定化に効果がある。

X林地区による浄化。

?搦{設・埋立地がある場合、集中する。自然理境への負荷。

?搦{設・埋立地がある場合、集中する。自然環境への負荷。

J発による負荷や経済の不均質化を軽減する。

蓄

→
脚　化炭＿ →
ゴミ →

→
（発税） →

磁〉織灘奪灘灘難暴転職園池麟聯轡醸購戴孤灘月謝騨一目勘麟灘繍欝糾鋼難i鑓ジ償霧善’葦い日歯’樗難評卓灘沖峻鱒・灘撃上司瀞嬢謡る伽貯竃鮒誉煮ぎ轄’轡囎螂

← 働力、小，、　　　　　　　　　　農業を断念した労働者が流出する。

←
季 →

←
覧’・竅@・い

都市の拡大に必要な産業を支える労働力を得る。一方で、スラム
ﾌ拡大や住環境の悪化などが、問題になっている。

s定期・短期の移動のため把握しにくい。

s場の拡大につながり．利益を得る。

D秀な人材を得る。

Gコツーリズムなど、近年注目されている。農村部への関心が高ま

s場の拡大につながり、利益を得る。

s市への過剰な人ロ集中対策に効果。

H業生産や市場の拡大につながり、利益を得る。

←
、　o

→

家庭内の女性や若年者などが出稼ぎに出る。

p繁期に労働力を得ることで、農業生産に効果的。

Vしい情報を得る一方で、都市への関心が強くなる。

ｻのまま都市部へ就職する場合も多く、若者の流出に懸念。

齦白n域に限られているが、利益を得る。

?モﾉよる利益を得て、生計を立てる。経済基盤。

s市都の情報を持つ住民を得る。

J発による経済・地区の発展。地区による格差が広がる。

仕入れ →
に →
・　　大 →

羅三白｝灘磯織離縫嬢擁灘灘聡ξ8嫌鷹膿笥Tf鍵灘弟ご騨醸㍉藤懲験臨き’ 聾蹴翼蟹警灘慕蹴風解慰・聾瑳瀞職辮鰻駕譲灘膿ド箒㍉麟心胤孟：葎藷’撫臭㌃贈憲鞭’笛
・主 → 移住する住民が適当な人数に抑えられる。

Vしい情報を得て、都市への関心が強くなる。●’・竓y →
い → 新しい情報を得て、都市への関心が強くなる。

→
政亀 →

過剰な人数の移住を抑えることで、住環境の向上に効果がある。

s場の拡大につながり、利益を得る。

s場の拡大につながり、利益を得る。

Z術を提供したい企業に効果的。

荘S体として、政治への関心が高まる。

ﾐ害時などに必要な情報を得て、適切な対処ができる。

_産物の購買が効果的に行われる。

J働力の量を把握することで、

K切な開発計画を立てる二とができる。

_村部への移住への関心が強まる。

誓≦牽・全 →

← （　　　　　）

産業の拡大、経済の安定化に効果がある。

曹竰n区の動向を知り、政治への参加に積極的になる。

ﾐ害時などに必要な情報を得て、適切な対処ができる。

_業の安定や拡大がしゃすくなる。

ﾚ住する住民が適当な人数に抑えられる。

J発を誘致する二とで、地区の活性化が行える。

ﾚ住を誘致することで、地区の活性化が行える。

← （菊　働力　報）

← この

← （　　報）
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産物の売買などから利益を得て，経済基盤を形成してい

る地域でもある．

　発展途上国では，特に，都市部への労働力の流入が極

めて多く，都市部の経済発展に必要な労働力を農村部か

らまかなう一方で，農村部における労働人口の流出が，

経済格差の拡大と自立経済の崩壊へとつながっている．

都市部から農村部への物，人の移動は比較的少なく，立

地の良い農村部や文化的な価値を有する地域などに限定

されている．また，何よりも相互の情報の伝播が少な

く，都市部への物，人の移動を適切にコントロールする

ために必要とされる情報のやり取りが不足している．特

に農村部からの情報発信は皆無に近いと言える．

62都市部と農村部の関係性における地域特性と課題

　更に，表7は，上記2～5章までの調査分析に基づき，

研究対象地域の内の典型的な国の都市部・農村部の連携

指標ごとの関係の度合いを定性的に整理したものであ

る．国・地域を問わず，物の流れにより都市部の活動が

農村部に支えられているといった構図は共通している

が，国・地域の発展状況により都市部と農村部の相互関

係には違いが見られることが分かる．ベトナムやインド

ネシアなどの農業中心の国では，商圏が限られているこ

とにより経済発展の可能性が低い地域が多く，より効率

的な物流システムが必要となっている．

　また，農村部における農業技術等の適切な導入，都市

部からの情報発信が効果的と考えられる．一方で余剰労

働力の都市部への移動も多く，人の流れをスムーズにす

るために都市部と農村部をつなぐインフラの整備が必要

である．

　一方，発展途上国の中でもタイなどの工業化が進んで

いる国では，都市部への人口流入が極めて多くなってい

る．農村部に工場が進出することによる農村部の一部地

表7都市部と農村部の関係性を示すファクターと国別の特徴の整理

雛i羅
隻　　嫉婁婁　　繍犠

難霧雲議　　　　無．がミ7　　　　移醗　　　　　　’パー勲♂

謡鯨ぎw @　㌧舞

C畿乱撃
轟」：評判鍬曝織．轟無目識簸馨磯繊影轟疑鷹趣～ジ偲∫ ／．物ず〉毎べ‡醸魔∵讃夢ポ 爵憾㌃・．繍筆鵜ピ婚騨富・ζセ
農産物 ←農村 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
資材 ←農村 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
消費財、商品 都市→ ◎ ◎ O O 0
電気 ←農村 ◎ ◎ 一 一 一

水 ←農村 ◎ O ○ 一 一

技術 都市→ ◎ O ○ ○ O
機械、施設 都市→ ◎ ○ 0 △ 一

二酸化炭素 都市→ 0 一 一 鞘 一

ゴミ 都　→ 0 一 一 脚 一

産廃物 都市→ ○ 一 一 一 一

都市部に処理施設・埋立地がある
鼾№烽?驕B

（粥叢叢）＊1 都市→ × × × × ×

人」へ詮逼穂．嚇鱗肯 欝欝、懲撚癒離離鯨塁 等㌢1旭志・レ垂舞♪融議驚二 瞬壌：瓢舳で磁横i∴磁謝濫鰍被，い
余剰労働力小　農 ←農村 O ◎ ◎ ◎ ◎

出　ぎ ←農村 × ◎ ◎ ◎ ◎
都市への人ロ集中は、発展途上国では
Xラムなどの問題になっている。

季節農業従業者 都市→ × ◎ ◎ 0 △
観光・娯楽・買い物 ←農村 ◎ ◎ O O O
教育・2 ←農村 ◎ ◎ 0 0 鞘

観光 都市→ △ 一 剛 △ △ エコツーリズムなど

仕入れ 都市→ ◎ △ 一

農業に復帰する家庭＊3 都市→ 0 △ △ △ △

開発・市場拡大 都市→ O ○ ○
、情 」藻諦癖鱒耀爆蕪撫撫三野遍宅蕊饗響ゾ轟鵡、鰍瀞，ごダ 暖脚結簿毒灘㍉・、毒饗徽織轟藩欝卸嶺購i繍
就業・宅　報 都市→ ◎ 一 一 一 △

観光・娯楽　報 都市→ ◎ 一 一 一 △
地区による偏りが大きく、大都市の

?閧ﾅは情報は伝わりやすい。
買い物情報 都市→ ◎ 偶 △ △ △

新技術情報 都市→ ◎ 隔 △ △ △

政治月報 都市→ ◎ 口 △ △ △
災害・安全情報 都市→ ◎ 一 △ △ △ 災害時の対処など重要な情報を含む
（農産物情報） ←農村 △ × × × ×

（余剰　働力　報） ←　村 △ × × × ×

（群発状況の　報） ←農村 △ × × × ×

どの国や地区でも、農村部からの情
�ｭ信は少ない。

（住居情報） ←農村 △ × × × X
凡例 注

農村部の自然への負荷の軽減や経済活動へ
の補助を目的としている。ヨーロソバなどに事例
がある．

高度な教育機関は都市部に集中しているが、

享受に関しては所得層による差が激しい。

日本の農村への移住は、レクレーソヨンなどの

娯楽的要素や社会的なトレンドの意味合いも
強い。
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域の発展が見られ，そうでない地域との経済格差が大き

くなっている．こうした地域では，都市部と農村部の相

互発展のためには，開発や人口移動が適切にコントロー

ルされることが求められる．

　日本では，都市部と農村部の経済格差が他の途上国と

比べて小さく，物や情報の獲得に地域差が出にくい．そ

れが一因となって農村部からの人の移動が比較的少な

い．農村部の主産業であった食料生産や資材生産が，停

滞している地方も多く，農村部の立場が発展途上国のそ

れとは異なっている．自然環境の保有地としての社会

的，文化的な役割を考えると，農村部の経済と高齢化し

た農村コミュニティを活発化させる取り組みが必要であ

り，更に，環境保護のための開発税や環境税などによる

政策的な連携の仕組みの導入も一部の自治体で検討もし

くは導入されてきている．

6．3都市部と農村部の関係性の理解に基づく広域圏計画

　このように，主として都市部と農村部間を移動する人

や物に着目し，都市部や農村部の関係性を示すファク

ターを整理することは，その関係性を実体化して理解

し，把握する上で役立つことが分かった．その関係性が

具体的に整理されていくと，都市部の環境や活動を守る

上で農村部の適切な発展は不可欠であることが容易に理

解でき，都市部と農村部を単純に二分するのではなく，

農村部を含めた圏域全体の一体的計画の必要性の認識

と，相互連携の課題抽出へと繋がっていくこととなる．

　また，上述（2）で各国の特徴に言及したように，都市

部と農村部の関係性に関する文献および統計デー一一一・タの調

査・分析を通じて，各国における都市部・農村部の関係

性を横断的に比較することで，各国・地域の都市化や工

業化の発展段階に対応した関係性の特徴も把握できるこ

とが分かる．なお，こうした地域の地理特性，環境特性，

社会特性に応じた適切な連携のための方策と広域圏計画

を練り，それを実行していくためには，広域都市圏のガ

バンス（広域圏の自治）を担う仕組みの導入も合わせて

検討する必要がある点を強調して結語としたい．
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